
 

 

2006 年政策評価：自由民主党 
２００６年９月２５日 

(社)日本経済団体連合会 
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【優先政策事項に照らした評価】 
 

評価(注①) 

合致度 取組み 実績 

 

１．経済活力、国際競争力強化

に向けた税・財政改革 
 

Ａ 
 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

2010 年代初頭に基礎的財政収支の黒字化を実現すべく､歳出歳入一体改革を推進する

方針｡国・地方公務員人件費を含む歳出削減や新成長戦略､政府資産･債務の圧縮等の議論

を主導､その内容を｢骨太方針｣に盛込み 2011 年度黒字化の方策を示した｡税制改正では､

法人実効税率の引下げに具体的な進展はなかったが､情報基盤税制の創設等を実施した。 

２．将来不安を払拭するための

社会保障制度の一体的改革

と少子化対策 

 
Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｃ 
 

持続可能な社会保障制度の構築に向け、給付と負担のバランスのとれた改革を実施す

る方針。06 年通常国会で医療改革関連法案を成立、医療給付費の将来増を抑制した。年

金については、被用者年金一元化に向け基本方針を決定したが、年金保険料抑制には進

展なし。社会保障制度改革に関する国会での与野党協議には進展がなかった。少子化対

策は、抜本的拡充を｢骨太方針｣に盛り込んだ。社会保障番号の導入を検討中。 

３．民間活力の発揮を促す規制

改革・民間開放の実現と経

済法制の整備 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

行政のスリム化と企業活動の活性化に向け､05年特別国会で郵政民営化法案､06年通常

国会で市場化テスト法案､行革推進法案(政府系金融機関の一元化､5 年間で国家公務員の

5％以上の定員純減等)を成立｡｢骨太方針｣で全ての規制に見直し年限を設けることとし

た。公務員制度改革や行政のあり方等に関する包括的立法措置は今後の課題｡06 年通常国

会で公開買付規制を含む証取法改正を実現｡ 

４．科学技術創造立国の実現に

向けた政策の推進 
 

Ａ 
 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

科学技術創造立国に向け政府の研究開発投資拡充の方針の下、第 3 期科学技術基本計

画では 5年間で 25 兆円との総額目標を明示した。生活に密着した IT 社会を構築すべく、

党 u-Japan 特命委員会は新 IT 戦略、電子政府オンライン利用率向上等について提言。コ

ンテンツ産業振興に向け、アジア閣僚セミナーの開催などを推進した。 

５．持続可能な経済社会の実現

に向けた真に実効あるエネ

ルギー・環境政策の推進 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

｢骨太方針｣に初めて総合的エネルギー戦略を盛り込み､基軸電源としての原子力の利

用推進等を示した｡05 年 12 月に気候変動枠組条約締約国会議で､米中印を含む地球温暖

化防止に向けた対話開始等に合意｡環境税については党内一部に導入推進の動きが存在｡

06 年通常国会で関係者連携し効率的な資源再生を図る容器包装リサイクル法案を成立｡ 

６．心豊かで個性ある人材を育

成する教育改革の推進 
 

Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｃ 
 

約 3 年にわたる与党協議を経て、国と郷土を愛する態度や主体的に社会の形成に参画

する態度を養う教育の実現等を含む教育基本法改正案を 06 年通常国会に提出したが、継

続審議となった。義務教育改革については、党の文教制度調査会・文部科学部会が学校

評価の校長・教員の処遇への反映等を提言したが、その進展速度は不十分。 

７．個人の多様な力を活かす雇

用・就労の促進 
 

Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｃ 
 

若年者や女性の雇用・就労環境改善に向け、06 年通常国会で職業訓練制度、幼保一体

化、男女雇用機会均等に関する法案を成立させた。勤務形態の柔軟化や労働生産性の向

上の観点から、ホワイトカラー・エグゼンプションの検討を開始したが具体的な進展無

し。外国人労働者については党特別委員会が高度人材の在留期間延長等の方針を決定。 

８．地方の自立と地域や都市に

活力とゆとり、安全と安心

を生み出すための環境整備 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｂ
 

地方公務員の総定員純減に向け、数値目標(過去 5年の純減実績－4.6％を超える規模)

を設定し促進。道州制の先行的試みとして、06 年通常国会に北海道道州制特区法案を提

出。同国会では、良質な住生活環境の整備等の住宅政策の基本理念を定めた住生活基本

法案、海上物流基盤強化の港湾法改正案を成立、観光立国推進基本法案を提出した。 

９．グローバル競争の激化に即

応した通商・投資・経済協

力政策の推進 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 
 

 
Ｂ 
 

WTO 交渉推進に向け議員外交を展開。経済連携協定(EPA)については、06 年 2 月に｢最

大限の国益を見据えた国家戦略の下、積極・果敢に推進｣との方針決定、7 月にマレーシ

アと EPA 発効、印と交渉開始合意、9 月に日比間で署名した。06 年通常国会では農業の

競争力強化のため、一定規模以上の農家への直接支払制度を創設した。 

10．内外の情勢変化に対応した

戦略的な外交・安全保障政

策の推進 

 
Ａ 
 

 
Ｂ 

 

 
－ 

 

 05 年 11 月の立党 50 年を機に新憲法草案を公表し、06 年通常国会に国民投票法案を提

出したが、継続審議となった。同国会には、防衛庁の省への移行と自衛隊の国際平和協

力活動の推進に向けた防衛庁設置法改正案も提出した。党の宇宙開発特別委員会は、宇

宙の外交・安全保障分野への活用等を提言し、宇宙基本法案(仮称)を策定中。 

(注①) ｢合致度｣は優先政策事項と政党の政策(含 2005 年総選挙での政権公約)との対比で評価。｢取組み｣は予算や法案の準備や国会での審議・投票ならびに経団

連との政策対話などに基づく評価。｢実績｣は主体的に関与し実現した政策による優先政策事項の達成度の評価で、それに該当しない場合等は｢―｣。 
   

【包括的事項の論評】 政策本位の政治への取組み、企業の政治寄付についての考え方、政治資金の透明性向上に向けた取組み(注②)等 

 

 

 

 

 

 

(注②)経団連要望(03 年 12 月)における指摘：民間寄付を政策立案・推進能力の強化に充当、政治資金の効率化と透明性の向上に努め民間寄付の使途を公表。 

特記事項 優先政策事項 

《優先政策事項の方向との対比》

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

逆
行 

推
進 

自民党の政策は、優先政策事項の方向とほぼ一致している。政治主導で改革を進め、郵政民営化法案の成立、歳出削減策の策定等の成果をあげた。立党以

来の課題であった憲法改正については、新憲法草案を公表した。ただし、社会保障、雇用・就労等の分野では、抜本改革に向けた大きな進展は見られなかっ

た。また、国民投票法案、教育基本法改正案等の重要法案は成立には至らなかった。 

党内で、従来の縦割り組織を超えた検討体制を構築し、改革推進に効果をあげた。企業の政治寄付については経団連と考えが一致し、経済のグローバル化

への対応と政治資金の透明性向上の観点から、政治資金規正法案を提出し、成立に向け努力した。 

 55 年の結党以降ほぼ一貫して与党の立場にあり最大の政策組織と党内スタッフを有する。05 年総選挙での大勝を受けて政治主導を強化し、政府系金融機関

の一元化の方針を迅速に決定した。歳出削減については、従来の縦割りの部会ではなく、財政改革研究会などの｢ヨコ串組織」を機能させ、具体策を取りまと

めたことは特筆される。「政権公約 2005」の実施状況につき自己評価を実施し、06 年 7 月にその結果を公表した。 

 企業の政治寄付は肯定、政治資金はできるだけ多くの個人や企業によって担われるべきとの立場。06 年通常国会には、①経済グローバル化への対応の観点

からの｢外資規制｣の合理化、②透明性向上の観点からの収支報告書要旨の公表期限の法定化を内容とする政治資金規正法改正案を提出、継続審議となった。 


